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第１章 水道事業ビジョン・経営戦略の策定趣旨と位置づけ 

１．１ 水道事業ビジョン・経営戦略の策定趣旨 

我が国の水道を所管する厚生労働省は、平成 25年に「新水道ビジョン」を策定し、「地

域とともに、信頼を未来につなぐ日本の水道」を基本理念とし、「安全」「強靭」「持続」

の３つの観点から、将来を見据えた水道の理想像を掲げ、その実現のために取り組むべき

事項や方策、役割分担を明確にしました。また、福岡県においては平成 31年に「福岡県

水道ビジョン」を策定し、本県における水道関係者の共通の目標となる水道の将来像やそ

の実現のための方策等を明確にしました。 

当企業団の水道事業においては、人口減少に伴う水道料金収入の減収による経営状況

の悪化、高度経済成長期に整備された水道施設の老朽化に伴う更新需要の増大、地震等の

災害対策、深刻化する人材不足及び技術継承など、多くの課題に対する解決策として、田

川地区水道企業団（当企業団の前身団体）と田川市、川崎町、糸田町及び福智町（以下「1

市 3 町」という。）において、当地域の水道事業を取り巻く環境の変化に対応しつつ、将

来にわたり健全な水道経営を持続するために、平成 29 年に「田川地域水道事業経営戦略」

を策定し、水道事業統合を軸とする中長期的な基本計画を示し、広域化の目指すべき方向

性が示されました。それらを受け、平成 31年 4月に用水供給事業と 1市 3町の水道事業

の経営の一体化を行い、令和 5 年 4 月に用水供給事業と 1 市 3 町の水道事業の事業統合

を行いました。 

これらの背景から、目指すべき方向性を示して、事業の計画的かつ効率的な推進を図る

目的で、当企業団では、50 年後、100 年後の水道事業を見据え、より安全で安心な水道水

を安定的に供給し、公衆衛生の向上と生活環境の改善を図り、取り組むべき課題に対応し

ていくため、「田川広域水道企業団水道事業ビジョン・経営戦略」（以下、「本ビジョン・

経営戦略」という。）を策定しました。 

 

  



 

2 
 

１．２ 水道事業ビジョン・経営戦略の位置づけと計画期間 

本ビジョン・経営戦略は、平成 29年に策定した田川地域水道事業経営戦略を見直すとと

もに、当企業団水道事業の目指す将来像及び中長期的な事業運営の方針であるとともに、将

来像を実現するための具体的な施策及び取り組み事項などを「実現方策」としてまとめたも

のであり、当企業団の最上位計画として位置づけられるものです。なお、策定に当たっては、

当企業団の構成団体である 1 市 3 町の総合計画等や厚生労働省の「新水道ビジョン」及び

福岡県の「福岡県水道ビジョン」との整合性を図っています。 

また、本ビジョン・経営戦略の計画期間は、厚生労働省作成の「水道ビジョン作成の手引

き」、総務省作成の「経営戦略策定・改定ガイドライン」及び「経営戦略策定・改定マニュ

アル」を踏まえ、令和 5年度から令和 14 年度までの 10年間とします。 

 

 

図表 1-1 田川広域水道企業団水道事業ビジョン・経営戦略の位置づけ 
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図表 1-2 本ビジョン・経営戦略の計画期間 
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第２章 事業の概要・沿革 

２．１ 当企業団を構成する 1市 3町の概要 

当企業団を構成する 1 市 3 町は、福岡県中央部である筑豊地域に位置し、福智山地に面

しています。筑豊地域は周囲を山に囲まれているため、最高気温が高く、最低気温が低い内

陸型気候の特徴を示しています。また、降水量は年間概ね 1,800mm を超えています。 

行政区域面積は 1市 3 町あわせて 140.79 ㎢であり、福岡県では比較的中小規模の地域で

す。また、令和 3年度時点の給水人口は 88,804 人ですが、近年は減少傾向にあります。 

 

図表 2-1 1 市 3 町の概要 
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２．２ 水道事業の沿革及び経営統合 

（１）1市 3 町による田川地区水道企業団の設立 

田川地区水道企業団設立前は、1市 3町それぞれで地下水や表流水をもとに生活用水を供

給していました。しかし、生活排水による汚濁の進行や、炭鉱の坑道水や地質等の影響によ

り、水道水の質に懸念が生じていました。また、地下水取水の影響による地盤沈下の恐れも

あることから、安定供給の観点でも懸念がありました。 

このことから、これらの懸念を解消するとともに、広域的な水道整備を図るため、平成元

年 9月に、1市 3 町で田川地区水道企業団を設立したうえで、県営伊良原ダム建設事業に参

画しました。 

 

（２）1市 3 町と田川地区水道企業団の経営統合 

田川地区水道企業団設立時からの課題として、1市 3 町の人口は緩やかに減少し、引き続

き減少することが予想されています。さらに利用者の節水意識が向上していることから、今

後は水需要が減少し、料金収入が減少することが見込まれています。 

また、高度経済成長期に整備した水道管や施設が更新時期を迎えるため、近い将来におい

て整備しなおす必要が生じる見込みです。安定的に水道水を供給するためには、耐震性の高

い水道管や施設を整備していく必要があることから、今後は資金需要が増え、財政状態が一

層厳しくなることが見込まれています。 

上記の経営環境を踏まえ、水道事業の経営基盤、技術基盤を強化し、安定した経営を行う

目的で、平成 31 年 4 月 1 日より、1 市 3 町の水道事業と田川地区水道企業団の経営を統合

しました。これにより、田川広域水道企業団として水道水の供給を開始しました。 

 

２．３ 事業統合の検討経緯と統合後の概況 

現在の水道施設は、1市 3町に配置し、それぞれで浄水及び供給を行っています。そのた

め、類似の水道施設が複数存在している状況であり、小規模な浄水場による非効率な運転を

余儀なくされています。また、これらの水道施設は、昭和 30～40 年代に整備されたものが

ほとんどであることから、経年劣化が進行しており、維持管理に要する費用が比較的多額に

発生します。 

さらに、水需要が減少していることから、各浄水場施設の利用率が減少しており、利用効

率の低下が課題となっています。 

上記より、現在の水道施設は、費用の面でも、利用効率の面でも非効率な点がみられ、課

題があるといえることから、経営の更なる効率化のため、令和 5年 4 月に用水供給事業と 1

市 3 町の水道事業の事業統合を行いました。これにより、用水供給事業と 1 市 3 町の水道

事業を廃止し、田川広域水道企業団水道事業として、水道水の供給を開始しました。 

今後は、1市 3町の浄水場など域内に点在している複数の施設を統合・廃止することによ

り、更新投資需要の低減、維持管理の高度化による更新費用の抑制を図ります。 
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図表 2-2 経営統合と事業統合のイメージ 
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図表 2-3 現在の水源・施設等の概況と今後の水源・施設等のすがた 

 

  



 

8 
 

 

 

  

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

第
６
章 

第
７
章 

第
８
章 

資
料
編 



 

9 
 

第３章 水道事業の現状と課題 

当企業団水道事業が抱える課題を多面的に把握するために、公益社団法人日本水道協会

作成の水道事業ガイドラインに示されている業務指標（以下、「PI」という。）及び経営分析

指標を利用した分析を活用します。また、これに加えて、当企業団にとって当面の大きな課

題である料金体系及び事業統合を含むアセットマネジメントについての現状分析を行い、

当企業団が今後取り組むべき課題を明確にします。 

 

３．１ PI 値分析 

（１）分析の前提条件 

PI 値を活用した分析を実施するに当たり、比較対象団体、利用するデータ及び評価の判

定方法等の前提条件を、下表のとおり整理しています。これらの前提条件に基づいて、「安

全」「強靭」「持続」の３つの観点から、主要な PI値による現状分析及び課題整理を行いま

した。なお、分析に当たっては、事業統合前の事業区分により分析しているため、各事業を

旧〇〇事業と示しています。 

図表 3-1 PI 値分析の前提条件
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（２）分析結果 

①安全の分析結果 

a. 原水・浄水(水質) 

水源の水質事故件数は、旧用水供給事業及び各水道事業のいずれにおいてもゼロで推

移しています。有機化学物質濃度水質基準比率はやや良好ですが、最大カビ臭物質濃度

はいずれも劣るため改善が必要です。 

 

b. 配水(水質) 

消毒副生成物濃度水質基準比率は、旧福智町水道事業を除きその他の各水道事業は劣

るため、改善が必要です。 

平均残留塩素濃度は、旧田川市水道事業を除きその他の各水道事業は劣るため、改善

が必要です。 

 

c. 給水(給水率・給水管率) 

直結給水率は、旧糸田町水道事業においては良好ですが、その他はやや劣ります。 

鉛製給水管率は、旧田川市水道事業及び旧川崎町水道事業においては劣るため、改善

が必要です。 

図表 3-2 「安全」の分析結果 
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②強靭の分析結果 

a. 老朽化対策 

法定耐用年数超過設備率は、旧福智町水道事業においては良好ですが、その他の末端

給水事業は劣るため改善が必要です。 

法定耐用年数超過管路率は、旧用水供給事業は良好ですが、旧福智町水道事業を除く

末端給水事業は劣るため改善が必要です。 

管路更新率は、旧糸田町水道事業は良好ですが、旧用水供給事業及び旧川崎町水道事

業は劣るため、改善が必要です。 

 

b. 災害対策（管路・施設耐震化） 

管路の耐震化率は、旧糸田町水道事業及び旧福智町水道事業において劣っています。

浄水場の耐震化率は、旧用水供給事業及び各水道事業の全てにおいて劣っているため、

耐震化を積極的に推進していく必要があります。配水池耐震化率は、旧川崎町水道事業

は良好であり耐震化が図られていますが、その他は劣るため改善が必要です。 

 

c. 災害時給水量の確保 

いずれの PI 値も良好であり、災害時給水量が確保されています。 

 

図表 3-3 「強靭」の分析結果（１）  
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d. 施設規模の適正化 

給水人口一人当たり配水量は、旧福智町水道事業を除き良好です。 

 

e. 財源・職員の適正化 

総収支比率は、旧田川市水道事業においてやや良好ですが、旧用水供給事業、旧川崎

町水道事業及び旧糸田町水道事業においては劣っており、旧福智町水道事業においては

やや劣っています。特に旧糸田町水道事業は 99％と、100％を下回っているため、改善

が必要です。また、旧用水供給事業及び旧福智町水道事業においては、令和 2 年度に

100%を下回っているため、改善が必要です。 

給水収益に対する職員給与費割合は、旧川崎町水道事業及び旧糸田町水道事業におい

ては劣るため改善が必要です。 

 

図表 3-4 「強靭」の分析結果（２） 
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③持続の分析結果 

a. ヒト 

職員一人当たり有収水量は、旧川崎町水道事業、旧糸田町水道事業及び旧福智町水道

事業においては良好です。 

給水収益に対する職員給与費割合は、「②強靭の分析結果」の「e. 財源・職員の適正
化」に記載のとおりです。 

水道業務平均経験年数は、旧糸田町水道事業は長い一方、その他事業は、県平均より

も短い状況です。 

 

b. モノ（投資） 

管路更新率は、「②強靭の分析結果」の「a.老朽化対策」に記載のとおりです。 

漏水率は旧福智町水道事業は良好ですが、その他末端給水事業は劣るため改善が必要で

す。 

 

c. モノ（効率性） 

 施設利用率は、旧田川市水道事業は良好ですが、その他事業は劣っています。令和 2

年度においては改善傾向にあるものの、引き続き、施設の効率性向上が必要です。配水

量 1㎥当たり電力消費量は、旧田川市水道事業はやや良好ですが、旧川崎町水道事業及

び旧福智町水道事業においては劣り、旧用水供給事業及び旧糸田町水道事業はやや劣っ

ています。 

図表 3-5 「持続」の分析結果（１）
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d. カネ（収益性・効率性） 

経常収支比率は、旧田川市水道事業においてはやや良好ですが、旧用水供給事業、旧

川崎町水道事業及び旧糸田町水道事業においては劣り、旧福智町水道事業はやや劣って

います。特に旧糸田町水道事業は 100％を下回っているため、改善が必要です。令和 2

年度において旧用水供給事業及び旧福智町水道事業は 100％を下回っているため、改善

が必要です。 

料金回収率は、旧田川市水道事業は良好ですが、旧用水供給事業は劣り、旧糸田町水

道事業はやや劣っています。特に旧糸田町水道事業は、100％を下回っているため、改善

が必要です。令和 2 年度において旧福智町水道事業は 100％を下回っているため、改善

が必要です。 

有収率は、旧田川市水道事業、旧川崎町水道事業及び旧糸田町水道事業において劣っ

ているため、改善が必要です。 

 

e. カネ（財務の健全性） 

繰入金比率は、旧田川市水道事業は良好ですが、旧川崎町水道事業において劣ってい

ます。 
自己資本構成比率は、旧用水供給事業、旧田川市水道事業及び旧糸田町水道事業にお

いては良好です。累積欠損金比率は、旧用水供給事業においてやや劣っていますが、旧

末端給水事業を含めた令和 2年度の決算において、累積欠損金はありません。給水収益

に対する企業債残高の割合は、旧田川市水道事業、旧川崎町水道事業及び旧糸田町水道

事業が良好であり、旧用水供給事業及び旧福智町水道事業はやや良好です。 

流動比率は、旧用水供給事業及び旧糸田町水道事業において良好です。 
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図表 3-6 「持続」の分析結果（２） 
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④分析結果まとめ 

水質の改善や適切な施設・管路更新や耐震化への対応を進めるとともに、引き続き施設利

用率を改善して収益性の向上・安定を図ることが課題であると考えています。 

 

図表 3-7 PI 値分析の結果 
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３．２ 料金体系 

田川広域水道企業団は、経営統合後も 1 市 3 町の料金体系を維持していたことから、地

域により水道料金の算出方法が異なる状況でした。 

一方、平成 30年 10 月 9日に締結した「田川地域水道事業の統合に関する協定書」及び令

和 3 年 5 月 31 日付け第 2 次協定書において、「水道料金は、事業統合まで現在の末端水道

事業の水道料金を据え置くこととする。その後、事業統合時に統一するものとする。」と定

めています。 

そのような状況を踏まえ、田川広域水道企業団水道料金等審議会では、企業長からの諮問

を受け、令和 3年 8月から 5回にわたり水道料金について審議いたしました。その結果、水

道料金統一に伴う料金水準及び料金体系のあり方について答申をいただき、令和 5 年 4 月

から水道料金を統一いたしました。 

統一後の水道料金は、基本料金と従量料金からなる二部料金制のうち、基本料金を口径別

料金、従量料金を使用水量に関わらず一律の単価となる単一型として設定しました。なお、

湯屋及びごみ処理施設については、用途区分を設定しました。 

今後も引き続き、経営の健全性及び住民負担の双方の視点から、料金水準及び料金体系の

定期的な検証と見直しの検討を実施してまいります。 
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３．３ アセットマネジメントの取り組み 

今後、継続して大きな更新需要の発生が見込まれる中、水道サービスの持続性確保の基礎

となる更新事業を着実に進めるためには、将来の水需要を見据えた効率的かつ効果的な施

設整備を行うこととともに、適正な維持管理による水道施設の長寿命化により、更新費用の

抑制及び平準化を図ることが求められます。 

そのためには、アセットマネジメント手法を用いて、中長期的な視点に立った、効率的か

つ効果的な水道施設の管理運営を行う必要があります。 

 

図表 3-8 アセットマネジメント構成要素の概念図 

 

 

当企業団においては、次の３つの方針でアセットマネジメントを実施することにより、将

来の水需要を見据えた効率的かつ効果的な施設整備、適正な維持管理による水道施設の長

寿命化を実現し、更新費用の抑制及び平準化を図る取り組みを進めています。 

 

（１）浄水場の統廃合による施設数・量の削減 

大内田浄水場と新たに建設している新浄水場を軸とした、２つの基幹浄水場を整備しま

す。 

老朽化が進んでいる各市町の浄水場など域内に点在している複数の施設を廃止し、浄水

場を再構築することにより、今後の更新投資需要の低減、維持管理の高度化による更新費用

の抑制を図ります。さらに、地震など災害時の水道サービス提供の強靭化にもつながること

が期待されます。 

 

 

 施設規模などに基づく、費用
関数式による算定

 帳簿原価にデフレータを乗じた
再取得価格による算定

更新需要の算定（精緻化）

 更新・整備対象施設の基本
計画・設計に基づく算定

 更新・整備対象施設の個別
実施計画・設計に基づく算定

更新
・
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整備
の
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各時点での更新需要・健全度・重要度・施設状態などに基づいた、更新・整備計画の策定・見直し・精緻化
（長寿命化・前倒し）

 日常の管理・点検などに基づく、継続的な施設状態の把握・評価
 耐震診断などによる施設性能の評価
 長寿命化に資する修繕など維持管理の実施

施設状態のフィードバック
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（２）大内田浄水場を中心とした既存施設の長寿命化 

今後も継続して使用していく大内田浄水場、各市町の配水池なども、その土木構造物や

機械電気設備を、現在設定している耐用年数により更新した場合には、非常に大きな更新

需要が発生することとなります。 

このようなことから、基幹的な役割を担う大規模施設である大内田浄水場を中心に、ア

セットマネジメントの考え方に基づいた、次の①・②の取り組みにより、既存施設・設備

の長寿命化を図ります。 

① 土木構造物は、当該耐用年数を超えても健全な状態を維持していると考えられますの

で、アセットマネジメントに基づいた適切な施設状態の評価を行うことで、更新需要

の抑制、平準化を目指します。 

② 機械電気設備は、土木構造物に比べると耐用年数が短くなりますが、定期の点検、必

要に応じた補修、設備の重要性に応じた適時の設備状態の監視などにより、現在設定

している耐用年数以上の活用を目指します。 

 

（３）現施設状況を踏まえた管路の長寿命化 

お客様に水をお届けする配水管が、今後の更新需要に最も大きな影響を与えることとな

ります。 

配水管についても、土木構造物と同様に、耐用年数を超えても健全な状態を保っている場

合も少なくないため、管材質や現在の状況などを踏まえて、長寿命化に問題のない範囲での

管路更新時期の見直しを進めます。 

一方で、医療機関、避難場所、福祉施設及び防災拠点といった重要給水施設等、水道サ

ービス提供の強靭化に必要な配水管については、更新時期の前倒しによる耐震化を検討す

るなど、更新需要の抑制・平準化と合わせて、災害時対応水準の向上に向けた取り組みを

進めていきます。 

 

図表 3-9 更新工事の優先度評価による実施時期の組替イメージ 

 

 

  

現在想定されている、一定平準化された更新需要

重要度などから
前倒し実施

検討想定期間（40年）

個別施設状態
等から後送り 配水管では

約10億円/年
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３．４ 水道事業の現状分析のまとめ 

上記の分析結果を、「安全」「強靭」「持続」の観点でとりまとめると以下の図表のように

なります。これらの課題への対応の道筋を示すとともに、将来の事業環境の見通しを踏まえ

て、当企業団水道事業が目指す将来像と基本方針を整理します。 

 

図表 3-10 現状分析のまとめ 
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